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「外国人建設就労者受入事業に関する下請指導ガイドライン」 

の改訂について 

 

平素は本会の活動に対しまして、格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

 さて、復興事業及び 2020年オリンピック・パラリンピック東京大会等の一時

的な需要の増大に対応するため、緊急的かつ時限的な措置として実施している

外国人建設就労者受入事業に加え、本年４月より特定技能の在留資格制度の運

用が開始されています。 

 これを受けまして、国土交通省では「外国人建設就労者受入事業に関する下

請指導ガイドライン」について、名称を「特定技能制度及び外国人建設就労者

受入事業に関する下請指導ガイドライン」に変更するとともに、適用対象に建

設分野特定技能外国人制度を読み込めるよう改訂を行いました。また、再下請

負通知書及び施工体制台帳等のガイドライン関係書類について、特定技能外国

人の従事状況の有無を確認する欄を追加する等の改正を行いました。 

 つきましては、主旨をご理解いただいた上、会員企業の皆様に周知ください

ますようよろしくお願い申し上げます。 

 

以上 

（担当：労働部 吉田） 




